
 

静岡県弁護士会歴代会長有志による安全保障関連法案の廃案を求める声明 

 

政府は，昨年 7 月に集団的自衛権を容認する閣議決定をすると共に，今国会に安全保障

関連法案（以下「本法案」といいます。）を提出しました。その後，本法案は審議不十分

のまま本年 7 月 15 日衆議院において強行採決され，現在参議院において審議中でありま

す。 

本法案につきましては，日本弁護士連合会をはじめ全国の弁護士会，大多数の憲法学者

・法律家，国内の各界各層の多くの団体，多くの国民，更には，政府の法解釈をつかさど

る内閣法制局の元長官さえもその問題性を指摘し，反対しています。その理由とするとこ

ろは，本法案の中核をなす集団的自衛権は，戦争の放棄，交戦権の否認を定めた憲法第 9

条の解釈上如何なる意味においても許容することはできず，憲法違反であるという点にあ

ります。仮に，集団的自衛権の行使に「日本国の存立危機」，「他の手段がないこと」，

「必要最小限の武力行使」といった基準を設けたとしても，政府の説明によりますと，そ

の内容は極めてあいまいであると言わざるを得ません。あいまいな条件の下に我国が戦争

に加担して行く可能性は否定できないのです。 

政府は，集団的自衛権の根拠を砂川事件最高裁判決に求めています。しかし，砂川事件

において集団的自衛権が正面から議論されたことはなく，政府のこの見解は的外れという

他ありません。 

それにも拘らず本法案を強硬に推進しようとしている政府の態度は，憲法の最高法規性

を定めた憲法第 98 条や，国務大臣や国会議員に憲法擁護義務を課している憲法第 99 条に

違反し，近代国家の到達点である立憲主義に真向から反しています。 

基本的人権の擁護と社会正義の実現を使命とする（弁護士法第 1 条）私達弁護士として

は，本法案の成立を座して見過ごすことはできず，ここに本法案の廃案を強く求めます。 
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